
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

 

 昨日12月3日(木)に文部科学記者会で発表した「２０２０年度９月末学費滞納・経済的理由による中退調査」の結果が、多数のマスコミに取り上

げられ報道されています。コロナ禍の学費への影響に対する関心が強いのですが、全国で71名だったことが予想外の数値だったようです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 同日の記者発表の次に文科省が会見した「感染出ても即休校せず（読売）」の文科省方針の記

事が大手新聞紙面は占められましたが、デジタルでは大手紙を含め45社がデジタル記事を配

信。地方紙は共同通信配信が中心でしたが、朝日、教育新聞は独自記事、日経、産経も独自視

点を加えての配信でしが。また地方紙も自県の数値などを上げて報道しています。 

 会見では、コロナ禍の影響が少ない事への質問が出ましたが、地方では就学支援金制度の拡

充が力になっている一方、都市部でコロナ禍の影響が出ていることを回答しました。しかし、 

地方では、今後コロナ禍の影響が心配されることも伝えました。中学生の滞納者・中退者数や事例集に現れた実態についても質問が出されました。 

  

 
全全国国私私私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  
((事事務務局局：：全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合))  
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2020年12月4日(金) 朝日新聞デジタル 

2020年12月4日 しんぶん赤旗 

２
０
２
０
年
１２
月
４
日 

千
葉
日
報 

（
千
葉
私
教
連
か
ら
届
く
） 

地元紙を確認し、自県の集約結果と合わせて次年度予算にかかわる要請で実態改善を訴えていきましょう 


